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日経新聞 平成 29 年 1 月 27 日 

平成 29 年 2 月吉日 

第６４回ファインビット通信 

中村 中 

１、フィンテックの本格始動 

この記事の後段に書かれた「例え

ば現在はクレジットカードでしか

決済できない通販サイトが銀行シ

ステムとつながれば、口座引き落

としで買い物出来るようになる」

のくだりは、今後の税理士などが、

金融機関の稟議書の記載の代行業

務を行うようになることの大きな

示唆であると思います。中小企業

と「1 対 1」の関係にあって簿記・

財務会計の知識を持っている税理

士事務所の皆さんが、ローカルベ

ンチマークや経営改善計画サンプ

ルＡなどの情報開示の新手法を利

用しながら、顧問先・関与先の稟

議書（取引先から借入れ申込みが

あると作成する金融機関内部の融

資実行の承認申請書）を書き、そ

の作業手数料をフィンテックで、

企業口座からの引き落としによっ

て徴求すること、このようなこと

が可能になります。今、聞けば、

「風が吹けば、桶屋が儲かる」と

いうような煩雑な論理構成に見え

るかもしれませんが、金融機関の

貸出担当者は、人材リストラや急

激に変化する取引先の情報で満足

なコンサルティングや稟議書が出

来ず、一方、税理士などは IT 化・

IoT 化で税務申告業務が少なくな

り持前の財務会計のスキルを生かすことが難しくなっているのです。この双方のニーズや

余力を満たすことが、税理士による稟議書の策定とその作業手数料の徴求です。この業務

を円滑に行うには、税理士などが時間を割かれる作業手数料を企業から容易に取れるよう

になることですが、この記事に書かれた「フィンテックの環境整備」が力を発揮すること

になると思います。税理士会が動いて、オープン API を活用すれば、この手数料は定着

するものと思われます。いよいよ、企業と金融機関と税理士などの 3 者連携の時代が近づ

いてくるということです。 
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これからの２～７の項目については、通信講座「財務金融アドバイザー」の継続会員の皆様にお

送りしている「財金 A 通信」「同通信の号外」の抜粋です。ご参考にして下さい。 

 

２、休廃業・解散への対応 

１） 休廃業に向かう経営者へのアドバイス 

休廃業の件数が、倒産件数の 3.5 倍になって

いることを、多くの人は知っているのでしょ

うか。これは、表面的には少子高齢化によっ

て、中小企業の経営者の「高齢による自主退

職」が多くなっているということですが、サ

ラリーマンの定年退職とは違って、社会機

能・地域機能の喪失を伴うものです。サラリ

ーマンならば、後任がいますが、経営者の休

廃業や倒産は何もしなければ、誰もその役割

を肩代わってくれないからです。金融機関の

リスケや返済猶予・DDS・債権放棄などの手

法や業種・事業転換や M&A 等で再生できな

いかということを、見直すことも大切です。

地域の金融機関や税理士などのリーダーが、

このような機能維持や強化を図らなければ、

地域は衰退し､人口減少の動きは加速してし

まうものと思われます。 

そのためには、休廃業や解散そして倒産に対

して、もう一度見直す必要があります。 

 

２） 休廃業・解散・倒産の位置づけの認識 

（説明省略）    経営者自身の経営意欲・再生意欲と企業の成長力 

 

 

３） ローカルベンチマーク手法による 

企業内容の見直し 

ローカルベンチマーク手法では､第１段階

の「地域の経済・産業の現状と見通しの把

握」を RESAS（企業経営分析システム）

で捉え、第 2 段階の「個別企業の経営力評

価と経営改善に向けた対話」のチェック項

業種転換 再生(企業･事業)

自主廃業 M&A・事業承継

経営者の意欲　大

企業の成長力　小 企業の成長力　大

経営者の意欲　小

日経新聞 平成 29 年 1 月 14 日 
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目を「財務分析入力シート」「定性ヒアリングシート」を作成しながら、把握すること

によって、上記の衰退期のライフステージにおける自主廃業（手じまい策）に該当する

「休廃業・解散・倒産」の候補先への再生手法を見い出すことは重要であると思います。 

（省略） 

４） ローカルベンチマークの対話と金融機関の審査による企業対応 

（省略） 

５） 倒産、休廃業・解散は地域のためにも出来ることなら回避すべき 

（省略） 

少子高齢化、都市への人口流入、新規企業の未参入、ベンチャー企業の不足などの現状

では、地域活性化にとっては、既存企業の再生と成長が必須になっています。 

経営者にとしては、周りの人に、現在の企業存続の悩みをざっくばらんに相談すること

が大切であり、また、地域の識者である税理士などの専門家や金融機関の貸出担当者な

どは、おせっかいと言われようとも、経営者と将来の企業や事業について突っ込んだ解

決策を提案し対話を行うことが重要です。例えば、 

「自分の会社の役職員の技術やスキルを、放出することになっても良いのか。」 

「昔からの売り先や仕入れ先に、再度支援を依頼しなくても良いのか。」 

「地域の識者である税理士などや金融機関に、真剣に救済の依頼を行ったのか。」 

「営業譲渡や M&A また業種・事業転換などの対策をあらゆる角度で検討してみたか。」 

そして、 

「最近の数年間の赤字ばかりに目が奪われ、5 年後 10 年後に黒字が生まれる可能性につ

いては検討したのか。」 

など、もう一度、新しい目で検討を行い、新手法である「ローカルベンチマーク」にて

自社の業務や資産、また地域における位置付けを見直すことも大切です。 

３、講演会のお知らせ 

１）- 最強の貸出増強法 - 平成 28 年事務年度 

 金融行政方針から読み解く融資推進のアクションプランについて 

金融を取り巻く環境が急激に変化する中、金融機関は顧客本位の良質な金融商品・サービ

スの提供を競う環境の整備や自己改革する組織への変革が期待されています。新しい金融

機関のビジネスモデルへの転換に向けて具体的に何をすべきか、その真髄を解説します。 

  

【東京会場】 

日時：平成 29 年 2 月 9 日（木）9：30 ～11：00 

場所：東京都中央区京橋 2-4-15 ｵｰﾋﾞｯｸﾋﾞﾙ ｵｰﾋﾞｯｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ 

【大阪会場】 

日時：平成 29 年 2 月 17 日（金）13：00 ～14：30 

場所：大阪市中央区博労町 3-5-1 御堂筋ｸﾞﾗﾝﾀﾜｰ 総合受付 12F ｵｰﾋﾞｯｸ大阪本社 

 ※詳細はこちらをご覧ください。東京会場は『C12』、大阪会場は『D31』を選択。 

https://www01.obic.co.jp/Scripts/Page/SelectSeminar.aspx?MessageCD=Msg_sem01 

https://www01.obic.co.jp/Scripts/Page/SelectSeminar.aspx?MessageCD=Msg_sem01
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２）『事業性評価はどう進むのか』 

～事例から見るローカルベンチマーク、RESAS、外部連携～ 

現在、金融機関の間では事業性評価の機運が高まり、指針面（金

融仲介機能ベンチマーク）やツール面（ローカルベンチマーク、

RESAS）は着々と整いつつあります。しかし、形式が整っても､

金融機関の基本的な企業支援姿勢や組織・業務のあり方が変わら

なければ、その実効性には疑問が残ります。では、事業性評価の

本来的なあるべき姿とは… 

本講座では、経産省や金融庁と交わりの深い中村 中が、最新の動

向を踏まえながら今後の事業性評価の進むべき道を解説します。 

【東京会場】 日時：平成 29 年 2 月 14 日（火）13：30 ～16：30 

場所：明治安田生命八重洲ビル 

【大阪会場】 日時：平成 29 年 2 月 21 日（金）13：30 ～16：30 

場所：明治安田生命大阪御堂筋ビル 

※詳細はこちらをご覧ください。 

http://managementpartners.co.jp/seminar_info/201702/rokaben_201702.pdf 

※財務金融アドバイザー 認定者の皆様には、 

優遇価格が設けられています。  

４、新刊書 “事例集” が発刊になります。 

「 事業性評価・ローカルベンチマーク活用事例集」 

1 月 13 日、経済産業省のローカルベンチマークの担当の経済

産業局幹部の方と、24 日には、金融庁の事業性評価と金融仲

介機能ベンチマーク担当の監督局幹部の方と、それぞれの会

議室にて、勉強会と情報交換会を行いました。 

両省庁の皆様から、事業性評価・ローカルベンチマークに関

する事例集を、早期に公表（出版）し、講演などを行うこと

を勧奨されました。 

特に、金融検査マニュアル別冊（中小企業融資編）の 27 事

例を使った事例については、かなり評価して貰いました。 

 

この著書は MPS（㈱マネジメントパートナーズ）との共著と

なっており、２‐２）でご案内しました『事業性評価はどう

進むのか』～事例から見るローカルベンチマーク、RESAS、外

部連携～ の講演会を、MPS 主催にて開催致します。 

既に、金融機関の方々を中心に多くの申し込みを受けていま

すが、皆様におかれましては、早目のお申し込みをお勧めい

たします。  

ビジネス教育出版社 Web ページもご参照ください。 

 https://www.bks.co.jp/item/978-4-8283-0643-8 

http://managementpartners.co.jp/seminar_info/201702/rokaben_201702.pdf
https://www.bks.co.jp/item/978-4-8283-0643-8
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４、「事業性評価融資」と「ローカルベンチマーク」の事例勉強会 

～RESAS を活用した、事業性評価やローカルベンチマークの事例研究～ 

「事業性評価融資」と「ローカルベンチマーク」が、今後、更に重要となることは予てよ

りお伝えしてまいりましたが､これらには RESAS（地域経済分析システム）の活用が欠

かせないものとなります。 

実際に RESAS を活用した事例の勉強会を開催しますので、是非、ご参加ください。 

開催日程  2 月 7 日(火)､3 月 17 日(金)   PM1:00 ～ PM4:30 

～～～【FAX 申込書】～～～ 

 

５、MPS よもやま話 

『事業再生の現場から 

～決断を先延ばしにする社長への対処～』 

 経営状態が悪化している企業を支援させていただく現場で、なかなか決断できない社

長にお会いすることがあります。 

（省略） 

 一方で、何らかの決断を迫られている段階にある企業では、赤字が続いており資金流

出が止まらず、その結果資金繰りに窮している場合が多いと思います。決断を 1 日でも

早めることで、ベターな選択ができる。決断自体が目的ではなく、それに基づいて、改

善・改革に向けた行動を 1 日でも早く進めていくことで、最悪の事態を免れることがで

きる状況なのに。第三者的にみると明らかなことでも、経営者の方にとっては決断を渋

る場合は多々あると思います。 

（省略） 

 これらにより、決断慣れしていない社長から、細かい決断をしていかなければならな

いという煩わしさ（決断疲れ）を取り除いてあげることができ、スムーズに改善・改革

を進めることができるのです。 

(株)マネジメントパートナーズ シニアコンサルタント 川西 智子 

▲　FAX：03-5280-3828　▲

参加希望日

フ リ ガ ナ

受講者氏名

勤務先名称
〒　　　　－

TEL FAX

E-maiｌ

※　必要事項をご記入の上、FAX　03-5280-3828　までお送り下さい。メールによるお申し込みも可能です。
　　必要事項を記載の上、kaneko_0113@fine-bit.co.jp　まで送信をお願いいたします。
　　お申込み受付後、担当よりご連絡いたします。
※＜受講料ご案内＞　財務金融アドバイザー通信講座 受講中および修了者　\25,000、

　　　　　財務金融アドバイザー 継続会員(割引)　\20,000、MPS-OJTクラブ会員≪優遇≫　\17,000
　　　　　あんしん経営・実務経営研究会・ビズアップ総研会計人クラブ　各会員　　\22,000

※　お申込み受付・完了後、お振込先をお知らせいたします。

＠

住所

MPS-OJT
クラブ会員

あんしん
経営

実務経営
研究会

ビズアップ総研
会計人クラブ

≪少人数勉強会 （中村中金融ゼミ）≫
受講お申込み

平成　　　　年　　　月　　　日

該当に〇

財務金融アドバイザー その他会員

通信講座
受講中

通信講座
修了者

継続会員
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６、関西からの一言 

『平成 29 年度税制改正大綱概要（その１）』 

以下、若手の山本税理士と先輩のベテラン田中税理士のやり取りです。 

山本税理士（新人）：今年も税制大綱が出ましたね。年末調整が忙しすぎて、まだ全然確認

できていないのですが、おさえておくべきポイントだけ教えて頂けないでしょうか？ 

（省略）・・・・配偶者控除の見直しなどの話 

新人：（省略）手続的な事で押さえておくべき事項があったと思います。確か、納税地の

変更等の場合の届出ですが…。 

ベテラン：納税地の変更を行った場合、従来だと、変更前後共の税務署に届出を提出すべ

きでしたが、変更後の税務署への届け出は不要となりました。異動や給与支払事務所

等の移転の場合も同様です。  

新人：手間が省けて有難いですね。  

ベテラン：重要な改正点というと、去年からお話していた事業承継関連でも改正がありま

したね。これは次回お話しましょう。 

中村中との共著者、公認会計士・税理士 中村文子 

７、日本クレアスからのささやき 

『お客様との“共通言語”を知ろう(2)』 

 先月の本項では「お客様と“共通言語”を持っているか」という視点で日常のやり取り

を振り返ることで、お客様と信頼関係を構築出来ているか、ということを確認できる、と

いうメリットを紹介しました。 

 “共通言語”を持つことには他にも利点がありますので、今月も引き続き紹介していこ

うと思います。 

1. 話（コミュニケーション）がスムーズになる 

（省略） 

2. 「組織力」が強くなる 

  （省略） 

 さて、２度にわたって“共通言語”についてまとめてみました。 

「“共通言語”なんて作っていくのは手間がかかる」と感じる時もあるかもしれません。 

そのような時は「まずは目の前にいる相手との共通点を探そう！」と気楽に考えてみては 

いかがでしょうか？案外、そのような時に、お客様との信頼関係を強化するきっかけが見 

つかったりするものです。 

日本クレアス税理士法人 ﾏﾈｰｼﾞｬｰ新規事業開発室長  山本恵里奈 

以上 


